
旭川市障害福祉サービス等継続支援事業補助金交付要綱

（目的）

第１条 この要綱は，新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けている障害福祉サービス

等事業所・施設が，必要な障害福祉サービスを継続して提供できるよう，通常の障害福祉

サービス提供時では想定されない，かかり増し経費等に対し，予算の範囲内において旭川

市障害福祉サービス等継続支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに

ついて必要な事項を定める。

（補助金交付対象者）

第２条 補助金交付対象者は，別表の補助対象事業所・施設等の種別欄に掲げる障害福祉

サービス等事業所（以下「障害福祉サービス等事業所」という。）を旭川市内に有する者，

又はその連携先の者とする。

（補助金対象事業及び補助対象経費）

第３条 補助金の対象となる事業は，障害福祉サービス等事業所が実施する次のいずれかに

該当する事業とし，補助対象経費は，別表の補助対象経費欄に掲げるとおりとする。ただ

し，障害福祉サービス報酬及び他の国庫補助金等で措置されているものは，この要綱にお

ける補助の対象としない。

⑴ 障害福祉サービス等事業所のサービス継続支援事業

⑵ 障害福祉サービス等事業所との協力支援事業

（補助金の額及び交付回数）

第４条 補助金の額は，別表に定める障害福祉サービス等事業所ごとの基準単価と前条に定

める補助対象経費の実支出額のいずれか少ない額とする。ただし，その額に１，０００円

未満の端数が生じた場合には，これを切り捨てるものとする。

（補助金の交付申請）

第５条 補助金の交付申請は，旭川市障害福祉サービス等継続支援事業補助金交付申請書（様

式第１号）に次に掲げる書類を添えて，市長に提出しなければならない。

⑴ 事業所・施設別個表（様式第１号別紙１）

⑵ 申請額一覧（様式第１号別紙２）

⑶ その他市長が必要と認める書類

（補助金交付の決定）

第６条 市長は，前条の申請書の提出があったときは，その内容を審査し，補助金を交付す

べきと認めたときは，旭川市障害福祉サービス等継続支援事業補助金交付決定通知書（様

式第２号）により申請者に通知する。

２ 市長は，前項の審査結果により，補助金を交付しないことと決定した場合は，旭川市障

害福祉サービス等継続支援事業補助金不交付決定通知書（様式第３号）により通知する。



（補助金の概算払い）

第７条 市長は，必要があると認める場合，補助金交付決定額の範囲内において概算払いを

することができる。

（申請の取下げ）

第８条 補助金の交付申請者は，第６条第１項の規定による通知を受けた場合において，

当該通知に係る決定内容に不服があるときは，当該通知を受理した日から起算して７日

以内に，補助金の交付申請を取り下げることができる。

２ 第６条第１項の規定による通知を受けた補助金交付申請者が，補助金の交付を希望し

なくなったときは，補助金の交付申請を取り下げることができる。

３ 第１項及び第２項に規定する申請の取下げがあったときは，取り下げた申請に係る補

助金の交付決定は，なかったものとみなす。

（事情変更による交付決定の取消し等）

第９条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）の責めに帰すべき事

情による場合を除き，天災その他特別な事情により補助事業の全部若しくは一部を行う

ことができなくなったとき，又はその必要がなくなったときは，補助金の交付決定の全

部若しくは一部を取り消し，又は当該決定の内容を変更することができるものとする。

ただし，補助事業のうち既に経過した期間に係る部分については，この限りでない。

（補助金交付の条件）

第１０条 この補助金の交付決定には，次に掲げる条件を付すものとする。

⑴ 補助事業者は，補助事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）・中止する場合には，

市長の承認を受けなければならない。

⑵ 補助事業者は，補助事業により取得し，又は効用の増加した財産を，補助事業完了後

においても，善良な管理者の注意をもって管理するとともに，その効果的な運用を図ら

なければならない。

⑶ 補助事業者は，補助事業により取得し，又は効用の増加した価格が単価３０万円以上

の機械及び器具その他の財産については，補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律施行令第１４条第１項第２号の規定により定める期間を経過するまで，市長の承認

を受けないで，この補助金の交付の目的に反して使用し，譲渡し，貸し付け，担保に供

し，又は廃棄してはならない。

⑷ 市長の承認を受けて，補助事業により取得し，又は効用の増加した財産を処分するこ

とにより収入があった場合には，その収入の全部又は一部を市に納付させることがある。

⑸ 補助事業者は，補助事業完了後に，消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合

を含む。）には，消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（様式第４号）によ

り速やかに，遅くとも補助事業完了日の属する年度の翌々年度の６月３０日までに市長

に報告しなければならない。なお，補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部



（又は一支社，一支所等）であって，自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず，本部

（又は本社，本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は，本部の課税

売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。また，補助金に係る仕入控除税額があ

ることが確定した場合には，当該仕入控除税額を市に返還しなければならない。

⑹ 補助事業者は，補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え，当該収入及

び支出について証拠書類を整理し，かつ，当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の

日（補助事業の中止の承認を受けた場合には，その承認を受けた日）の属する年度の終

了後５年間保管しておかなければならない。ただし，事業により取得し，又は効用の増

加した価格が単価３０万円以上の財産がある場合は，前記の期間を経過後，当該財産の

財産処分が完了する日又は処分制限期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管してお

かなければならない。

（変更又は中止の承認）

第１１条 前条第１号の規定により市長の承認を受けようとするときは，旭川市障害福祉サ

ービス等継続支援事業補助金変更・中止承認申請書（様式第５号）を市長に提出しなけれ

ばならない。

２ 市長は，前項の規定による申請があった場合，これを審査し，当該申請を承認するとき

は，旭川市障害福祉サービス等継続支援事業補助金変更・中止承認通知書（様式第６号）

により通知する。

（実績報告）

第１２条 補助事業者は，補助事業が完了したとき（補助事業の変更又は中止の承認を受け

たときを含む。以下同じ。），旭川市障害福祉サービス等継続支援事業補助金実績報告書

（様式第７号）に次に掲げる書類を添えて，市長に提出しなければならない。

⑴ 補助金精算書（様式第７号別紙１）

⑵ 収支決算書（様式第７号別紙２）

⑶ 支出内訳書（様式第７号別紙３）

⑷ 支出根拠等を確認できる書類（領収書等）

⑸ その他市長が必要と認める書類

２ 前項の実績報告は，補助事業が完了した日から３０日以内又は交付決定を受けた年度の

３月３１日のいずれか早い日までに提出するものとする。

（補助金額の確定通知）

第１３条 市長は，前条第１項の実績報告があった場合には，当該報告書の内容を審査し，

交付すべき補助金の額を確定させ，旭川市障害福祉サービス等継続支援事業補助金交付確

定通知書（様式第８号）により，補助金額を通知する。

（交付決定の日以前に完了した補助事業の取扱い）

第１４条 補助金の交付決定の日以前に完了した補助事業の実績報告については，第１２条

の規定に関わらず，第５条に規定する交付申請により当該実績報告があったものとみなす。



２ 交付決定の日以前に完了した補助事業に係る補助金の額は，前条の規定に関わらず，第

６条に規定する交付決定により当該補助金の額の確定を行ったものとみなす。

（交付決定の取消し）

第１５条 市長は，補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合には，補助金の交付

決定の全部又は一部を取り消すものとする。

⑴ 虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定又は交付を受けたとき

⑵ 補助金を他の用途に使用したとき

⑶ この要綱の規定に違反したとき

２ 市長は，第１項の規定による取消しを行ったときは，理由を付して書面により通知す

るものとする。

（補助金の返還）

第１６条 市長は，補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した場合において，補助事業

の当該取消しに係る部分に関し，既に補助金が交付されているときは，期限を定めて返還

を命じるものとする。

２ 交付すべき補助金の額を確定した場合において，既にその額を超える補助金が交付され

ているときもまた同様とする。

（補助金の交付請求）

第１７条 補助事業者は，第１３条の確定通知を受けたときは，旭川市障害福祉サービス等

継続支援事業補助金交付請求書（様式第９号）を，確定通知を受けた日から１０日を経過

する日までに市長に提出するものとする。

２ 第７条の規定により概算払いが認められた場合にあっては，前項に規定する請求書に替

えて，旭川市障害福祉サービス等継続支援事業補助金概算払請求書（様式第１０号）によ

り提出するものとする。

（その他）

第１８条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は市長が別に定める。

附 則

この要綱は，令和２年１１月１７日から施行し，令和２年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は，令和３年５月１２日から施行し，令和３年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は，令和４年５月６日から施行し，令和４年４月１日から適用する。


